
重要事項説明書

お申込み前に、「契約概要」「注意喚起情報」および「個人情報保護の
取扱いについて」を必ずご一読のうえ、内容をご確認ください。

この「契約概要」はご契約に際し、特に重要な事項を記載したものです。
お申込み前に必ずご一読のうえ、内容を十分にご確認ください。本書
面はご契約に関する全ての内容を記載しているものではありませんの
で、詳細につきましては後日お送りする「交通事故相互共済ドライブ
メイトご加入のしおり」および「総合保障・医療保障ご加入のしおり」
を十分ご確認ください。特に「共済金をお支払いできない主な場合」等、
お客様にとって不利益となる部分については、特にご確認ください。

1. 共済のしくみ
ユニヴァ共済協同組合（以下、「本組合」といいます。）が行う「交通
事故相互共済」は日本国内で、保障の対象となる方（以下「被共済者」
といいます。）、同乗者、および相手方が交通事故による偶然な事故に
より、死亡した場合や、入院に備える保障制度です。各保障内容の詳
細等については「2.保障内容」をご確認ください。

2. 保障内容

（1）共済金をお支払いする主な場合

本組合における共済金の支払は、共済証書に記載の死亡共済金額を限

2024年4月1日以降に加入した方は自動で「自転車搭乗中等補償特約」
が付帯されております。

度とし、通算支払額が限度額に達したときは、共済契約は消滅します。

契約概要（交通事故相互共済）

（2）共済金をお支払いできない主な場合
次のような場合には、共済金をお支払いできないことがあります。

解はたまきとたれさ消取、きとたし効失、きとたっあで効無が約契 ①
除されたとき。

に為行罪犯はたま意故の人取受金済共はたま者済共被、者約契済共 ②
よって共済金の支払事由が生じたとき。

生が由事払支の金済共てっよに為行争闘はたま為行殺自の者済共被 ③
じたとき。

。きとたじ生が故事通交で間のと族親るす係関に続相、族親の居同 ④
故事通交で態状いなた持を格資転運たれらめ定に令法、が者済共被 ⑤

が生じたとき。
態状たび帯を気酒るめ定に項1第条56第法通交路道、が者済共被 ⑥

で交通事故が生じたとき。
よに響影の等ーナンシ、剤醒覚、んへあ、麻大、薬麻、が者済共被 ⑦

り正常な運転または歩行ができないおそれがある状態で交通事故が
生じたとき。

自いなの検車な効有はくしも車動自いなの検車な効有、が者済共被 ⑧
動車排気量250CC超の自動二輪車またはその他違法車両を運転し
交通事故が生じたとき。

行ロテ、乱反装武、乱内、取奪権政、命革、使行力武の国外、争戦 ⑨
為その他これらに類似の事変または暴動等によって共済金の支払事
由が生じたとき。

っよに質物料燃核はくしも）。すまみ含を料燃済用使（質物料燃核 ⑩
て汚染された物（原子核分裂生成物を含みます。）の放射性、爆発
性その他の有害な特性またはこれらの特性に起因して共済金の支払
事由が生じたとき。

事払支の金済共てし因起に染汚能射放はたま射照線射放の外以号前 ⑪
由が生じたとき。

秩う伴にられこはたま故事たじ生てし伴随に由事の号⑪らか号⑨第 ⑫
序の混乱に基づいて生じた事故に起因して共済金の支払事由が生じ
たとき。

、てっよに故事通交たじ生てし因起に波津はたま火噴はくしも震地 ⑬
この共済制度の計算の基礎に影響を及ぼすと本組合が認めたとき。

の中乗搭に等車動自の中行運めたの行興はたま技競、練訓、転運試 ⑭
事故。

機通交るれわ使で内坑の山鉱たま鉱炭、場石採、場業作木土、場工 ⑮
関に業務上関係する被共済者のその業務上の事故。

コ、ーザードルブ、ルベャシーワパ、トフリクーォフ、車ンーレク ⑯
ンクリートミキサー等の工作用自動車の事故。

3. 付加できる主な特約とその概要
交通事故相互共済にご加入の方は「共済掛金クレジットカード支払特
約」を付加することができます。

4. 共済期間と更新について
共済期間は、契約日から1年とします。また、共済契約は共済期間満
了日の2か月末日前までに、本組合に共済契約を継続しない旨の通知
をしない限りは、更新日において満95歳まで自動的に更新されます。

5. 引受条件
（1）被共済者の範囲
① 日本国内に居住する方
② 本共済契約の被共済者となることに同意している方
③ 新規共済契約時の契約年齢が満1歳以上満80歳未満である方
④ 共済契約更新時の契約年齢が満95歳未満である方
⑤ 共済契約者、および共済契約者の三親等内の血族、配偶者および三
親等内の姻族。

⑥ 共済契約者の従業員およびその従業員の三親等内の血族、配偶者お
よび三親等内の姻族。

⑦共済契約者が法人の場合は次のとおりとします。
1. 法人の代表者、役員および従業員
2.  法人の代表者、役員および従業員の三親等内の血族、配偶者お
よび三親等内の姻族。

⑧ 健康で正常に就業、または健康で正常に日常生活を営んでいる方

（2）共済金額
共済金額については、パンフレット等の該当箇所をご確認ください。

共済金の
種類 支払事由 支払額

死亡
共済金

被共済者が日本国内で、自動車等を
運転中（この場合は、被共済者、同
乗者および相手方を「被災者」とい
う。）、自動車等に同乗中（この場合
は、被共済者を「被災者」という。）
および自動車等に乗車していない場
合（この場合は、被共済者を「被災
者」という。）において、責任開始
日以後に発生した交通事故を原因と
して、当該事故の日から180日以
内に被災者が死亡したとき。

600万円

後遺障害
共済金

被共済者が日本国内で、自動車等を
運転中（この場合は、被共済者、同
乗者および相手方を「被災者」とい
う。）、自動車等に同乗中（この場合
は、被共済者を「被災者」という。）
および自動車等に乗車していない場
合（この場合は、被共済者を「被災
者」という。）において、責任開始
日以後に発生した交通事故を原因と
して、当該事故の日から180日以
内に被災者が組合所定の後遺障害状
態に該当し、回復の見込みがないと
き。

後遺障害状態の
等級に応じて死
亡共済金額の
100%～ 4%

入院
共済金

被共済者が日本国内で、自動車等を
運転中（この場合は、被共済者、同
乗者および相手方を「被災者」とい
う。）、自動車等に同乗中（この場合
は、被共済者を「被災者」という。）
および自動車等に乗車していない場
合（この場合は、被共済者を「被災
者」という。）において、責任開始
日以後に発生した交通事故を原因と
して、当該事故の日から180日以
内に被災者が6日以上の入院をした
とき。

12万円

②反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の
　関与をしていると認められること。
③反社会的勢力を不当に利用していると認められること。
④共済契約者または共済金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がそ
の法人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与して
いると認められること。
⑤その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると
　認められること。

本組合はご加入の皆様により一層のご満足いただけるサービスを提供
できるよう、下記の「お客様相談窓口」にて、ご相談および苦情の受
付を行っております。
※お申出内容によっては、ご本人様確認をさせていただく場合がござ
いますので、ご了承ください。

■ユニヴァ共済協同組合お客様相談窓口
　TEL：0800－888－8877  

　TEL：045－211－7716  

受付時間　10：00～ 17：00

〒106-0032　
東京都港区六本木3-16-35　イースト六本木ビル2F

（土・日・祝日・夏季休業・年末年始を除く）

ご加入の皆様からの相談・苦情等につきましては本組合で丁寧かつ迅
速な対応を行う事といたしておりますが、ご納得いただけない場合は
下記の中立的な第三者機関へ紛争解決の申し立てを行う事ができま
す。

■神奈川県弁護士会　紛争解決センター　

神奈川県横浜市中区日本大通9番地（神奈川県弁護士会館内）
受付時間　月～金（祝日・年末年始を除く）
10：00～ 12：00　13：00～ 17：00

上記、総合紛争解決センターに紛争解決の申し立てを行った際の申立
手数料は本組合にて負担させていただきます。ただし、交通費や紛争
解決後のご加入者様負担分の成立手数料は、お客様の負担となります
のでご了承ください。

本組合は、お客様の個人情報保護の重要性に鑑み、個人情報保護に関
する法律、その他の諸法令等を遵守すべく、従業者等に対する教育・
指導を徹底し、個人情報を適正に取扱い、安全性・正確性・機密性の
確保に努めてまいります。

1. 個人情報の利用目的
本組合は、お客様の個人情報を、次の目的の範囲内で利用させていた
だきます。なお、この利用目的の範囲を超えて取扱う場合、およびお
客様の個人情報を第三者へ提供する場合は、原則として書面によりお
客様ご本人の同意をいただいたうえで行います。
（1） 各種共済契約のお引受け・ご継続・維持管理
（2） 共済金等のお支払い
（3） 本組合・関連会社・提携会社の各種商品やサービスのご案内・提供・

維持管理
（4） 再共済契約の締結、再共済契約に基づく通知、再共済金の請求
（5） 本組合業務に関する情報提供・運営管理、商品・サービスの充

実
（6）組合員資格のご継続・維持管理
（7） その他共済に関連・付随する業務

お客様の相談窓口について

個人情報保護の取扱いについて

2. 個人情報の取得
本組合は、上記利用目的に必要な範囲内で適法・適切な手段により個
人情報（氏名・生年月日・住所・性別・電話番号・職業・健康状態等）
を取得します。主な取得方法としては、申込書等による入手や、各種
商品・サービスに関する資料をご請求いただいた際に、電話その他通
信媒体等を通じて入手する方法があります。

3. 個人情報の管理
本組合は、お客様の個人情報の管理にあたっては正確かつ最新の内容
に保つよう努めます。また、個人情報への不正なアクセス、および個
人情報の紛失、盗難、改ざん、漏えい等の防止のため、各種安全管理
措置を講じるとともに個人情報の取扱いに関する方針や規定等を継続
的に見直し、必要に応じて適宜改善を行います。

4. 機微（センシティブ）情報の取扱い
本組合は、適切な業務運営を確保するために、お客様の同意に基づき
業務遂行上必要な範囲で、お客様の健康状態・身体の障害状況、過去
の病歴等の機微（センシティブ）情報を取得しますが、業務上必要と
認められる目的以外のためには利用いたしません。

5. 個人情報の外部への提供
本組合は、次の場合を除いて、保有するお客様の個人情報を外部へ提
供しません。
（1） お客様の同意を得ている場合
（2）法令に基づく場合
（3） お客様または公共の利益のために必要であると考えられる場合
（4） 上記利用目的の達成に必要な範囲内において、本組合代理店を

含む業務委託先等に提供する場合
（5）共済制度の健全な運営に必要であると考えられる場合

6. 共同利用
本組合は取得した個人情報を共同利用することがあります。共同利用に
関する公表事項は次のとおりです。
① 共同して利用する個人データの項目：組合員番号／住所／氏名／電話
　番号／メールアドレス／登録日／解約日／各種共済契約の内容／ボー
　ナス達成状況／ポイント状況／ボーナス認定者氏名／BC番号
② 共同して利用する者の範囲：
　・株式会社ナチュラリープラス 
　・ナチュラリープラス会員（HCA） 
③ 共同して利用する者の目的： 
　・株式会社ナチュラリープラスからのボーナスの支払いに関する事項 
　・ナチュラリープラス会員のビジネス活動をサポートするための登録、
　　購買実績 
　・株式会社ナチュラリープラスからのボーナス状況などの情報の提供 
　・上記の他、株式会社ナチュラリープラスのプライバシーポリシーに
　　定める利用目的 
　　http://www.naturally-plus.com/jp/ja/others/privacypolicy/
④ 管理責任者：ユニヴァ共済協同組合

7. 個人情報の開示・訂正等
本組合は、お客様から個人情報の開示・訂正等のご請求があった場合は、
業務の適正な実施に著しい支障をきたす等の特別な理由がない限り、
お客様ご本人であることの確認を行ったうえで、適切に対応させていた
だきます。
当組合の個人情報の取扱いや保有個人データに関するご照会・ご相談
などは、下記までお問い合わせください。 
【お問い合わせ窓口】 ユニヴァ共済協同組合
【電話番号】0800－888－8877
【受付時間】平日10:00～17:00(土・日・祝日、夏季休業、年末年始は除く)

8. 委託先の監督
本組合は、お預かりした個人情報の処理を利用目的の範囲内で第三者
に委託する場合があります。これらの第三者は、十分な個人情報のセ
キュリティー水準にあることを確認のうえ選定し、契約等を通じて必
要かつ適切な監督を行います。

9. プライバシーポリシーの改訂
プライバシーポリシーは事前に予告なく改訂させていただく場合があ
ります。改訂されたプライバシーポリシーは公式ホームページで公開
いたします。
2017年10月1日制定
ユニヴァ共済協同組合 
代表理事　佐野 敦彦

（3）  前号までに掲げるもののほか、この共済契約を継続することを
　　 期待しえない事由と同等の事由がある場合。



6. 共済掛金について
共済掛金については、パンフレット、申込書等の該当箇所をご確認く
ださい。

（1）共済掛金の払込方法
共済掛金の払込方法は、口座振替払い若しくはクレジットカード払い
のどちらかを選択するものとします。

■口座振替払いの注意点
月々の共済掛金の支払方法として、口座振替払いを選択された場合、
出資金および第1回共済掛金は、第2回共済掛金と合算してお支払頂
くことになります。

（2）共済掛金の払込期間
共済掛金の払込期間は、共済期間と同一とします。

7. 契約者割戻について
本共済契約は、契約者割戻しはありません。

8. 解約返戻金について
本共済契約は、解約返戻金はありません。

1. 共済のしくみ
本組合が行う「総合保障・医療保障」は被共済者が、傷害や疾病によ
り死亡した場合や入院、手術をした場合に備える保障制度です。各保
障内容の詳細については「2.保障内容」をご確認ください。

2. 保障内容
（1）共済金をお支払いする主な場合

契約概要（総合保障・医療保障）

（2）共済金をお支払いできない主な場合
きとたれさ消取、きとたし効失、きとたっあで効無が約契済共のこ ①

または解除されたとき。
の金済共てっよに意故の人取受金済共はたま者済共被、者約契済共 ②

支払事由が生じたとき。
済共てっよに為行罪犯の人取受金済共はたま者済共被、者約契済共 ③

金の支払事由が生じたとき。
済共てっよに為行殺自はたま殺自の者済共被の内以年2らか日約契 ④

金の支払事由が生じたとき。
とたじ生が由事払支の金済共てっよに闘私はたま刑死の者済共被 ⑤

き。
の金済共で態状いなた持を格資転運たれらめ定に令法、が者済共被 ⑥

支払事由が生じたとき。
態状たび帯を気酒るめ定に項1第条56第法通交路道、が者済共被 ⑦

で共済金の支払事由が生じたとき。
よに響影の等ーナンシ、剤醒覚、んへあ、麻大、薬麻、が者済共被 ⑧

り正常な運転または歩行ができないおそれがある状態で共済金の支
払事由が生じたとき。

行ロテ、乱反装武、乱内、取奪権政、命革、使行力武の国外、争戦 ⑨
為その他これらに類似の事変または暴動等によって共済金の支払事
由が生じたとき。

っよに質物料燃核はくしも）。すまみ含を料燃済用使（質物料燃核 ⑩
て汚染された物（原子核分裂生成物を含みます。）の放射性、爆発
性その他の有害な特性またはこれらの特性に起因して共済金の支払
事由が生じたとき。

事払支の金済共てし因起に染汚能射放はたま射照線射放の外以号前 ⑪
由が生じたとき。

にられこはたま故事たじ生てし伴随に由事のでま号⑪第らか号⑨第 ⑫
伴う秩序の混乱に基づいて生じた事故に起因して共済金の支払事由
が生じたとき。

3. 付加できる主な特約とその概要
総合保障・医療保障にご加入の方は「共済掛金クレジットカード支払
特約条項」「特別条件付共済特約条項」を付加することができます。

4. 共済期間と更新について
共済期間は、契約日から1年とします。また、共済契約は共済期間満
了日の2か月末日前までに、本組合に共済契約を継続しない旨の通知
をしない限りは、更新日において満80歳まで自動的に更新されます。

5. 引受条件
（1）被共済者の範囲
① 日本国内に居住する方。

①  交通事故による死亡共済金、重度障害共済金

共済金を支払う場合（以下「支払事由」といいます。）
被共済者が共済期間内に発生した交通事故を直接の原
因として事故の日からその日を含めて180日以内に死
亡または重度障害状態に該当したとき。

②  不慮の事故（交通事故を除く）による死亡共済金、
　  重度障害共済金

被共済者が共済期間内に発生した事故（交通事故を除
く）を直接の原因として事故の日からその日を含めて
180日以内に死亡または重度障害状態に該当したとき。

③  病気による死亡共済金、重度障害共済金

被共済者が共済期間内に発病した病気を直接の原因と
して、共済期間内に死亡または重度障害状態に該当し
たとき。

④  交通事故による後遺障害共済金

被共済者が共済期間内に発生した交通事故を直接の原
因として事故の日からその日を含めて180日以内に後
遺障害状態に該当したとき。

⑤  不慮の事故（交通事故を除く）による
　  後遺障害共済金

被共済者が共済期間内に発生した事故（交通事故を除
く）を直接の原因として事故の日からその日を含めて
180日以内に後遺障害状態に該当したとき。

⑥  入院共済金

被共済者が共済期間内に発病した病気または発生した
事故を直接の原因として病院または診療所等に治療の
ための入院をしたとき。
なお、病気の場合は共済期間内の入院のみを対象とし、
事故の場合は事故の日からその日を含めて180日以内
に開始された入院を対象とします。

⑦  入院一時共済金

被共済者が共済期間内に発病した病気または発生した
事故を直接の原因として病院または診療所等に治療の
ために60日以上の入院をして退院したとき。
なお、病気の場合は共済期間内の入院のみを対象とし、
事故の場合は事故の日からその日を含めて180日以内
に開始された入院を対象とします。

⑧  手術共済金

被共済者が共済期間内に発病した病気または発生した
事故を直接の原因とした治療を直接の目的として病院
または診療所等で手術を受けたとき。
なお、病気の場合は共済期間内の手術のみを対象とし、
事故の場合は事故の日からその日を含めて180日以内
の手術を対象とします。

② この共済契約の被共済者となることに同意している方。
③ 新規共済契約時の契約年齢が満6歳以上満75歳未満である方。
④ 共済契約更新時の契約年齢が満80歳未満である方。
⑤ 共済契約者および共済契約者の三親等内の血族、配偶者および三親
等内の姻族。

⑥ 共済契約者の従業員およびその従業員の三親等内の血族、配偶者お
よび三親等内の姻族。

⑦共済契約者が法人の場合は次のとおりとします。
１．法人の代表者、役員および従業員
２． 法人の代表者、役員および従業員の三親等内の血族、配偶者およ
び三親等内の姻族。

⑧ 健康で正常に就業、または健康で正常に日常生活を営んでいる方
⑨ 加入申込日において、以下のいずれにも該当しない方　
1． 現在病気やけがの治療中の方、または検査や治療が必要と指摘さ
れている方、もしくは検査中の方

2． 過去1年間に同一の疾病（本組合が異常分娩と認めた分娩を含み
ます。）または傷害（以下本条において「傷病」といいます。）に
より14日以上の入院または通院をされた方もしくはその必要が
あると診断された方

3． 過去1年間に手術を受けたことのある方もしくはその必要がある
と診断された方

⑩ 加入申込日において、本組合が規定する慢性疾患に関し、次のいず
れにも該当しない方

1． 医師により治療を受けている方
2． 医師によりその疾患であると診断された方、またはその疾患の治
療の必要があると診断された方

3．薬を常用されている方
⑪ 加入申込日において本組合が規定する加入できない職業に従事して
いない方

（2）特別条件について
共済契約に付ける特別条件は、その危険の程度に応じて、次の各号の
いずれか1つまたは2つの方法によります。

①特別保険料領収法
　 普通共済掛金に本組合の定める特別掛金を加算した金額を払い込む
べき掛金とします。

②共済金削減法
　 普通共済約款に定める共済金支払額に本組合の定める削減割合を乗
じた金額を共済金支払額とします。

③特定部位・指定疾病不担保法
　 本組合が指定した部位に生じた疾病の治療または本組合が指定した
疾病の治療を目的とする入院、手術については、共済金を支払いま
せん。ただし、本組合が定めた不担保期間の満了の日を含んで継続
して入院したときは、不担保期間満了の日の翌日に入院を開始した
ものとみなします。

（3）共済金額
共済金額については、パンフレット等の該当箇所をご確認ください。

6. 共済掛金について
共済掛金については、パンフレット、申込書等の該当箇所をご確認く
ださい。

（1）共済掛金の払込方法
共済掛金の払込方法は、口座振替払い若しくはクレジットカード払い
のどちらかを選択するものとします。

■口座振替払いの注意点
月々の共済掛金の支払方法として、口座振替払いを選択された場合、
出資金および第1回共済掛金は、第2回共済掛金と合算してお支払頂
くことになります。

（2）共済掛金の払込期間
共済掛金の払込期間は、共済期間と同一とします。

7. 契約者割戻について
本共済契約は、契約者割戻しはありません。

8．解約返戻金について
本共済契約は、解約返戻金はありません。

1. お申込みの撤回等について（クーリング・オフ）
共済契約者は、既に申込みをした共済契約について、申込書の受領日
または告知書の受領日のいずれか遅い日から、その日を含めて20日
を経過するまでは、書面により共済契約の申込みを取消しすることが
できます。この場合、共済契約はそのお申込みが無かったものとして
取扱い、すでに払込まれた共済掛金がある場合には、これを返戻しま
す。

2. 告知義務の内容
・ 共済契約者および被共済者には、本組合が被共済者に関し加入申込
書および告知書で質問した事項について、事実を正確に告知しなけ
ればならない義務（告知義務）があります。故意または重大な過失
によって加入申込書・告知書に事実と異なる記載をされた場合、ま
たは重大な事実を告知されなかった場合には、本組合は「告知義務
違反」としてご契約を解除することがあります。ご契約を解除した
場合は、共済金の支払事由が発生していても共済金をお支払できま
せん。特に被共済者の年齢・性別・職業・告知事項については十分
にご注意ください。

・ 告知書にご記入いただく内容は公平な引受判断を行ううえで重要な
事項となります。口頭でお話をされていても、告知していただいた
事にはなりませんので、必ずご記入を頂きますようお願いいたしま
す。ご記入内容によっては契約をお断りする場合、または特認条件
などの条件を付帯してお引受することがあります。また、本組合の
募集人や本組合の委託した募集人が共済契約の申込後に、共済契約
の申込内容についてご確認をさせて頂くことがあります。

3. 責任開始日・契約日について
（1）責任開始日について
本組合は、共済契約の申込みを承諾することを条件として、申込書の
受領日または告知書の受領日のいずれか遅い日の翌月1日（以下「責
任開始日」といいます。）より共済契約上の責任を負います。
（2）契約日について
責任開始日を契約日とし、共済期間はその日を含めて計算します。

4. 共済金をお支払いできない主な場合
交通事故相互共済、および総合保障・医療保障の「契約概要」の「2.保
障内容（2）共済金をお支払いできない主な場合」に記載されており
ますので、必ずご確認ください。

5. 共済掛金の払込猶予期間および共済契約の無効、
　 失効、復活等
（1） 第1回共済掛金の払込猶予期間は、責任開始日の属する月の翌々

月初日から翌々月末日までとします。
（2） 前項の払込猶予期間内に第1回共済掛金が払い込まれない場合は、

申込まれた共済契約は無効となります。
（3） 第2回以後の共済掛金の払込猶予期間は、責任開始日の月単位の

応当日の属する月の末日までの期間（以下「払込期月」といい
ます。）の翌月初日から翌々月末日までとします。

（4） 共済掛金が払込猶予期間満了日までに払い込まれない場合には、
共済契約は、最初に共済掛金が払い込まれなかった払込期月の
責任開始日の月単位の応当日に遡って失効します。

（5） 本組合は、前項の規定により、共済契約が失効となった日以後
に生じた共済金の支払事由について共済金を支払いません。

（6）共済契約の復活は取扱いません。

6. 解約と解約返戻金の有無
共済契約者はいつでも将来に向かって共済契約を解約することができ
ます。なお、本共済契約は、解約返戻金はありません。

7. 重大事由による解除
共済契約者、被共済者または共済金の受取人が、次のいずれかに該当
する時、本組合は共済契約を将来に向かって解除することができます。
（1） 共済契約者または共済金受取人が、共済金の搾取することを目

的に事故を起こした場合。
（2） 共済契約者、被共済者または共済金の受取人が、次のいずれか

に該当するとき。
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から5年を経過しない
者を含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会
的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認めら
れること。    
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